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“有床”在宅療養支援診療所が在宅ホスピス推進に果たす役割と課題

グループならの杜　たんぽぽクリニック
中井　祐之、新藤　哲、斎藤　純一、千葉　洋子、今野　靖志

Ⅰ．調査・研究の目的・方法
1. 研究の背景と目的
末期がん患者の緩和ケアと看取りを行う
専門施設としての緩和ケア病棟は 2007 年
12 月現在全国で 178 施設 3400 床余りが稼
働し、年間の看取り総数は約 11,300 人と
推定されるが 1)、全国で年間 32 万人の癌
死数に対して、これらの緩和ケア病棟で対
応できる数が極めて限定されているのは明
白である。大多数のがん患者の看取りは最
終末期になって急性期病院に短期間入院す
るか、あるいは療養型病床への中長期的に
入院するなどの形で行われる。そのほかに
無床診療所や有床診療所 ( 有床診 ) が在宅
や入院での看取りを行っている。
2006 年、がん患者の在宅看取りも含め

た在宅医療の推進をはかるために在宅療養
支援診療所 ( 支援診 ) が診療報酬に導入さ
れた。国内で約 10 万の診療所の 1割にあ
たる 1万 1000 余りの施設が支援診の届出
を行い、年間 3 万 2000 人の看取り ( 良性
疾患を含む ) をおこなったとされる 2)。脳
血管障害や認知症などの高齢者を対象とす
る介護の比重が高い在宅療養と比較して、
がん患者の終末期の緩和ケアと看取りまで
の在宅医療は多彩な症状に対する質の高い
医療と看護の知識や技術が要求されるた
め、届け出を行った診療所の 70% 以上を
占める一人医師体制の無床外来型診療所が

24 時間体制で対応するのは困難であり、
複数医師を擁する在宅専門の診療所や癌緩
和医療に特化した支援診に集中しているの
が実情である 3,4)。そのような専門的支援診
の場合でも全ての例を在宅医療のみで完結
できるわけではなく、病状の進行にともな
う患者や家族の不安、介護者不在などの理
由から終末期には入院を希望する例は少な
くない。専門的緩和治療や合併症などによ
る緊急時の治療を行う一方、家族のレスパ
イトのための入院をも可能とするような自
由度の高い小規模入院施設が在宅医療推進
の拠点として、地域の在宅医と連携するな
らば、がん患者やその家族にとって緩和ケ
アと看取りの場の選択肢が広がり、在宅医
療の推進にもつながるものと考えられる。
現在、有床在宅療養支援診療所として在
宅ホスピスケアと施設緩和ケアを実践して
いる施設が当診療所も含めて国内各地に開
設されている 5)。これらの施設はそれぞれ
開設の動機は異なると思われるが、病院と
診療所の中間施設として末期がん患者の入
院需要の一部を分担している点で共通の活
動をしていると考えられる。しかし現行の
診療報酬制度下では有床診療所 ( 有床診 )
の採算性は構造的に成り立たない現状にあ
って、いずれの施設も厳しい運営を強いら
れているものと推定される 6)。
本研究は入院緩和ケアと在宅ホスピスケ
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アの機能を持つ“有床”在宅療養支援診療
所の診療形態が、緩和ケア病棟、一般病院
につぐ第３の形態として成り立ち、癌緩和
ケアと看取りの場として推進可能なもので
あるのか、研究者らのクリニックにおける
自験例をとおして 1) 入院または在宅緩和
ケアと看取りの現状、 2) 入院患者あるいは
在宅患者の家族・社会背景、 3) 地域の医療
関連施設との連携状況、 4) 施設経営におけ
る採算性、の視点から有用性と課題を検証
することを目的とする。

2. 研究方法
2008 年 4 月 1 日から 9 月 30 日までの 6
カ月間に当院で通院、在宅又は入院医療を
開始した全がん患者を研究対象として登録
し、(1) 日常診療供用及び研究の目的で作
成した問診票及び診療録に基づいて入院又
は在宅医療選択についての集計とその理由
の調査、(2) 登録患者の転帰と療養の場、
(3) 当院と診療形態が共通する有床在宅療
養支援診療所へのアンケート調査、連携す
る訪問看護ステーションに対する聞き取り
調査に基づくがん終末期医療費の実態分
析、(4) 他施設との連携状況の分析、(5) 遺
族への入院、在宅満足度アンケート調査 (
登録患者のおおむね 90% の看取りが終了
した後に実施予定 )、について資料に基づ
いて解析する。

Ⅱ．調査研究の内容・実施経過
1. 研究成績
症例登録期間の 6カ月間に当診療所を初診
し、登録されたがん患者は 79 例である。患
者背景因子は男 40、女 39、平均年齢 73(49
～ 91) 歳、癌種は肺癌 27、大腸癌 11、肝・胆・

膵の癌 11、食道癌 6、乳癌 5、胃癌、前立
腺癌各 4、その他 11 例であった。これらの
患者の療養の場は全経過を入院で過ごした
もの 26 例、在宅療養のみ 17 例、１度以上
在宅療養と入院を経験したもの 20 例、外来
通院後に入院したものが 7例で、現在 9例
が外来通院して生存中である ( 表 1)。

1) 初診時問診における入院又は在宅医療の
希望とその選択理由
初診時問診票で得られた回答の集計結果
( 表 2) をみると、患者が希望する療養の場
は入院が 16 例、在宅が 27 例、希望不明ま
たは未記載が 36 例であった。一方、家族
側の希望は入院 39 例、在宅 24 例、不明ま
たは未記載が 16 例であった。患者の入院
希望の理由としては、自宅にいた場合に病
状の変化に応じた治療を必要時に受けられ
るかどうかが不安「病状に対する不安」が
半数の 8例、「在宅では家族に迷惑をかけ
る」が 4例あり、在宅療養について必ずし
も十分な理解がないまま漠然と不安を持っ
ていることがうかがわれた。在宅療養希望
の理由として「在宅死を希望」が 12 例、「家
族に入院費の負担をさせたくない」が 1例
で、残りの半数はまだ入院したくない、あ
るいは入院しなくてもいいという消極的な
理由から在宅を選択していると推察され
た。家族側が入院を希望する理由としては、
独居、夫婦二人暮らしなどで「介護力がな
い」19 例、自宅で病状悪化した場合の恐
れや対応法の不安など「病状に対する不安」
が 17 例であり、患者本人よりも介護を担
当する家族側に在宅に対する不安が強くて
入院を希望する傾向がうかがわれ、これら
の結果は癌の末期になったら入院、という
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紹介元
　癌治療専門施設
　個人病院または診療所
　紹介なし

療養の場
　入院のみ
　在宅のみ
　在宅＋入院
　外来通院後入院
　外来通院中

転帰
　入院死
　在宅死
　転院
　通院中

表１　登録患者の背景因子（登録期間：2008 年 4月 1日～ 9月 31日）

登録総数
　男
　女

年　齢
　90 ～
　80 ～
　70 ～
　60 ～
　50 ～
　40 ～
平均年齢

癌の原発臓器
　肺
　大腸
　肝・胆・膵
　食道
　乳腺
　胃
　前立腺
　その他

79
40
39

3
18
30
17
10
1

73.0（49 ～ 91）

27
11
11
6
5
4
4
11

66
12
1

26
17
20
7
9

44
18
8
9

39
24
16

表２　初診時における患者と家族が希望した療養の場
患　　　者 家　　　族

入院
在宅
希望不明、未記載

16
27
36

入院
在宅
希望不明、未記載

一般社会の通念を反映しているように思わ
れた。家族が在宅での看取りを考えて在宅
療養を希望したものは 8例、入院医療費の
負担困難が 4例であった ( 図１)。
登録患者のうち 70 歳以上の高齢患者 51
名についてその家族構成をみると一人暮ら

しが 7例、夫婦二人暮らしが 18 例、計 25
例であり、介護保険による公的資源を最大
限に利用したとしても、夜間の介護や症状
変化への対応などの面で在宅医療継続が困
難な例が半数を占めているといえる。25
例中 20 例が入院死であった。
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2) 登録患者の看取りの場 ( 表 3)
2009 年 2 月 15 日現在の転帰は死亡が 62
例、そのうち入院死が 44 例 ( 当院看取り
数の 71%)、在宅死が 18 例 ( 同じく 29%)、
転院 8例、生存 9例であった。転院例も全
員転院先で死亡しており、全体の入院死率
はさらに高いことになる。入院死44例中、

理由未記載
2

13％がん治療継続
2　12％

家族に気兼ね
4
25％

病状に
対する不安

8
50％

理由未記載
2
13%

家族に気兼ね
1　4%

最後は
入院

3  12%

在宅死希望
12
48%

他　2　5%住環境未整備
1　2%

病状に対する
不安
17
44%

介護力
19
49%

理由未記載
12
50%

医療費
4
17%

介護看取り
の意思
8
33%

入院希望の理由　n=39入院希望の理由　n=16

在宅希望の理由　n=27 在宅希望の理由　n=24

【患　者】 【家　族】

図 1　希望する療養の場とその理由

22
6
5
4

表３　登録症例の転帰
初診時に希望した療養の場

在　宅 入　院 不　明
入院死
在宅死
転　院
生　存

44(71%)
18(29%)
8
9

12
10
2
4

10
2
1
1

本人が在宅医療を希望していた 27 例中結
果的に入院して亡くなったのは 12 例であ
った。当初からの入院希望は 10 例、不明
22 例であった。在宅死した 18 例では初診
時から在宅を希望していたものが半数以上
の 10 例、入院希望が 2 例、不明が 6 例で
あった。
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3) 医療費
がんの終末期で比較的病状が安定した時
期に、当院から訪問診療と連携訪問看護ス
テーションから訪問看護を週１回それぞれ
行うことを想定した場合、その医療費は診
療報酬請求ベースで平均 11,540 点と算出
された。一方、この期間の入院を想定する
と、入院医療費は入院基本料と各種の加算
を合計して 22,840 点 ( 検査、薬品費など除
く ) となる。すなわち在宅医療費が入院医
療費の 2分の 1以下であり、週 1回程度の
訪問診療で経過観察が可能な病状安定期に
は在宅の医療費は入院のそれを下回り、国
の医療費抑制政策を実現している形になっ
ている。
しかし、終末期および看取りの時期に入
ると、当然のことながら症状緩和のため高
頻度に訪問医療と訪問看護が必要となり、
それに伴って医療費が上昇する。当院と同
形態の有床在宅療養支援診療所３施設と当
院における死亡２週間前の期間に区切った
診療報酬請求額をサンプル抽出した結果、
在宅医療で平均 21,940 点、入院では同じ
く平均 25,390 点と計算された。在宅医療
ではこの他に死亡前の２週間は訪問看護ス
テ－ションから医療保険を使用してほぼ連
日訪問看護を行うことが必須になる。当ク
リニックと連携する訪問看護ステーション
から提供された請求金額の資料によれば 2
週間分の請求額は平均 13,100 点と算定さ
れている。このほかに指導料、ターミナル
ケア加算などが付加されると在宅医療の場
合には死亡前２週間で総計 40,000 点以上
の医療費がかかると推定された。すなわち、
終末期の緩和ケアと看取りを在宅で行う場
合に約 40,000 点の診療報酬請求がなされ

るのに対し、入院の場合には上記の結果の
様に 22,000 点弱の診療報酬請求にとどま
っているのが有床診の現状である。ちなみ
に 22,000 点の診療報酬を得るために必要
な人件費、医療材料、その他の経費などを
合わせた原価を当院の収支決算に基づいて
算出すると 38,000 点を上回る。大幅な支
出超過を外来と在宅医療の収入で補ってい
るのが実状である。

4) 他施設との連携状況分析
登録患者 79 例中 66 例が癌治療専門施設
から、12 例が地域の開業医または個人病
院からの紹介であった ( 紹介なし 1例 )( 表
１)。当院への患者紹介の理由は急変時の
訪問診療を希望した 1例と、緩和ケア病棟
入院待ちの期間のみ当院からの訪問診療を
希望した 1例を除いて全て抗がん治療が不
能となった後、入院または在宅での緩和ケ
アを当院に求めるものであった。症例登録
開始から 10 カ月経過した現在、7 名が他
院に転院した。内訳は緩和ケア病棟への転
院 5例、市中病院への転院 2例でいずれも
転院先で死亡した。

Ⅲ．調査・研究の成果と今後の課題
1. 考察
本研究開始に先立ち、当施設が 2006 年
4 月に開院してからの累積患者について後
ろ向き調査も実施しているが、開院初年度
の患者の診療録からは調査研究に必要な情
報が十分に得られず、情報の質を確保する
ため本研究は研究申請承認後から登録開始
をした患者を調査対象とする前向き研究と
して実施した。とはいえ、本調査の対象患
者が末期がん、かつ高齢者が多いという事
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情から必要な問診ができなかったケースも
多く、解析上データ欠損が多くなったこと
は否めないが、患者や家族の意向調査の資
料として活用可能であると判断した。ちな
みに開院から本研究開始直前までの 2年 6
ヶ月の期間に入院または在宅で取り扱った
癌患者は 307 例であり、入院死が 209 例
(80%)、在宅死が 51 例 (20%) という結果を
得ている。
登録症例における入院死率は 71% で、
アンケート調査に協力を得た他の有床支援
診からも 65 ～ 75% とほぼ同様の入院死率
が報告された。初診時の問診票集計では患
者が希望する療養の場として在宅が入院を
上回っているが、介護を担当する家族は逆
に入院を希望する者が在宅の希望を上回
り、死に直面している患者の思いと介護す
る立場の家族の気持ちには微妙なずれがあ
るように思われる。在宅医療を希望した患
者の半数は入院死している。自宅での介護
に様々な困難が生じる最終末期の患者とそ
の家族にとって身近に入院可能な施設があ
れば入院を希望するのは自然であり、有床
支援診の入院死率が 70% 前後となってい
るのは本邦における終末期がん患者の入院
需要の実態を反映している可能性が考えら
れた。
一方、在宅での看取りは登録症例の 30%
弱であったが、在宅死率が 10% 程度で推
移する本邦の現状を考えれば、自ら入院ベ
ッドを保有してその支援を受けながら、支
援診として在宅医療の推進に寄与している
結果であったといえる。
緩和ケア病棟の空床待ちの間当院での入
院または訪問診療を行っていた少数例を除
いて、当院登録がん患者の入院の 90% を

当院で対応しており、在宅から入院まで主
治医の変わることのない連続的なケアを行
えるという大きな利点も含めて、有床支援
診が終末期がん患者への緩和医療提供の場
として患者と家族の支持を得て、その役割
を果たしているということができる。
癌患者の終末期における在宅と入院の医
療費比較では有床診の入院診療報酬は在宅
のそれを下回っている。これまで述べたよ
うに末期がん患者では一定の入院需要があ
り、自由度の高い有床診が果たす役割は大
きいが、現行の診療報酬制度ではそれに見
合う点数配分がなされていない。医療法改
定によって平成 19 年 1 月 1 日から施行さ
れた有床診療所に関する規定では、「居宅
等における医療の推進のために必要な診療
所」として医療計画に記載され、または記
載されることが見込まれる診療所は都道府
県知事の許可を受けることを要せずに一般
病床を設けることが出来る、とされ、診療
報酬上の在宅療養支援診療所等がこれに該
当する 7)。しかしこれは有床診療所制度の
実態に即してその存在を公的に承認しただ
けであり、医療法改正の目的である「良質
な医療を提供する体制の確立」に必要な診
療報酬上の措置はほとんど行われなかっ
た。有床診療所の病床は厚労省白書の医療
統計で一般病棟として集計され、実態が埋
没して現状の把握は困難だが、経営上の理
由で有床診療所が病棟を廃止する傾向は続
いている 8)。
今回の調査では支援診を含めた診療所か
ら入院を目的とする紹介例が少なく、癌治
療専門施設からの直接紹介例が大半であ
り、がん緩和ケアの領域に支援診が関わり
にくい実態が推察された。地域の支援診と



17

有床支援診の連携は今後の課題であると考
えられた。地域に入院機能をもつ有床診を
核とした支援診との連携ネットワークを張
り巡らすことによって、より多くの支援診
が積極的に末期がん患者の緩和ケアと看取
りに関わることが可能となると思われる。
国の第３次対がん総合戦略研究事業に沿
って「緩和ケアプログラムによる地域介入
研究」が進められているが 9-11)、その研究
の目的は「緩和ケアを提供するモデルをつ
くり、その有効性を評価することによって、
患者の身体的・精神的苦痛を緩和し、希望
する場所で療養できるための方策を明らか
にすること」にあるとされている。「患者
の身体的・精神的苦痛を緩和し、希望する
場所で療養できる」ことを実現するために
入院施設が地域に適切に配置される必要が
ある。がん診療連携拠点病院や緩和ケア病
棟を入院拠点とするネットワークだけで終
末期患者の入院需要を満たすには不十分で
あるという現実を見据えて、一時入院、症
状緩和ができる有床診を包含した地域緩和
ケアネットワーク構築を目指して研究を進
めるべきである。
本研究は限定された施設での調査研究に
とどまったが、“有床”在宅療養支援診療
所は末期がん患者に緩和ケアや看取りの場
を提供する入院施設として患者やその家族
に安心をもたらすとともに、その安心感を
支えにして在宅ホスピスケア継続を支援す
る役割も担っていることを検証した。

2. 結語
在宅での緩和ケアと看取りを希望する患
者や家族の中にも病状に対する不安や介護
力を理由に最終末期には入院を希望する例

が多い。有床支援診における末期がん患者
の入院死はおよそ 70% で、社会における
末期がん患者の入院需要の実態を示すと考
えられる。がん終末期における有床診療所
の入院医療費は在宅医療費を大きく下回っ
ており、有床診の癌緩和ケアと看取りの場
としての有用性を考えた場合、それに見合
う入診療報酬の改善が必要である。患者の
身体的・精神的苦痛を緩和し、希望する場
所で療養できる医療環境を作るために、有
床診を中心とする地域緩和ケアネットワー
クの構築を進める必要がある。
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